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（重点的取組）

重点的取組体系図

1

2

いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細やかな対応

確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

教員が子どもと向き合うための体制の整備

学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

3

4
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１　属性

R1 R5

1.09 0.87

100 100

3　目的を達成するための手段（行政活動）

1 (1) ①

2 (1) ①

3 (1) ①

4 (1) ①

5 (1) ①

6 (1) ①

7 (2) ①

8 (2) ①

9 (2) ①

10 (2) ①
いじめ防止対策推進法
関連経費

総合支援課

熊本市いじめ防止基本方針に基づき、教
育委員会や各市立学校でいじめ防止等対
策を推進する組織を設置し、いじめの防止
を図る。

市いじめ防止等
対策委員会、学
校いじめ防止等
対策委員会の設
置

いじめ・不登校対策経
費

総合支援課

いじめや不登校等の未然防止、早期発
見、対応、緊急時の対応等を総合的に実
施し、いじめや不登校児童生徒の減少を
図る。

心のサポート相
談員、ユア・フレ
ンド、不登校対策
サポーター、緊
急対応相談員の
設置

スクールカウンセラー
配置事業

総合支援課
いじめ・不登校・暴力行為等の問題行動に
関し、専門的カウンセリング等による対応
を行うスクールカウンセラーを配置する。

スクールカウンセ
ラーの配置

スクールカウ
ンセラーの配
置（震災対応
も含む）

スクールソーシャル
ワーカー（SSW）配置事
業

総合支援課

いじめや不登校等諸問題の積極的予防及
び解消のため、スクールソーシャルワー
カーによる関係機関との連携を図り、課題
や環境の改善を行う。

スクールソーシャ
ルワーカーの派
遣

新計画での実
施

子どもフォーラム開催
経費

人権教育指導室

「児童の権利に関する条約」の周知と「子
どもの意見表明の機会」の確保を図るた
め、保護者や地域の大人も参加する子ど
もフォーラムを開催する。

子どもフォーラム
の実施

人権教育関係経費 人権教育指導室

人権教育を推進するための必要経費。各
種研修の開催や研究大会へ職員を派遣
することにより、教職員の基本的認識の確
立と指導方法の改善・充実、組織的な取
組の充実を図る。

校内研修の実施
研修会の実施

勤労体験学習事業 指導課

児童の体験不足を補うために、緑化活動、
勤労体験活動等を行い、食育や農業等へ
の理解を深め、子どもたちの社会性を養
い、豊かな心を育む。

農業生産活動、
緑化教育活動等
の実施

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）

ナイストライ事業経費 指導課
中学２年生を対象に、職場体験活動等を
通して、生徒の豊かな心を育み、主体的・
実践的な態度を育成する。

体験活動の実施
（全中42校）

（心の教育・体
験学習推進経
費へ統合）

各分野で活躍している人の講話を聞いた
りすることで、子どもたちに夢や感動を与
え、感性をみがき、心の教育の充実、日本
語力の向上を図る。

講師の派遣

道徳教育総合支援事
業

指導課

学校（園）、家庭、地域社会がそれぞれの
役割を果たしながら道徳教育を推進し、道
徳教育推進協議会の設置等により、道徳
教育の内容充実を図る。

指導方法の研修
授業改善

心の教育・体験学習推
進経費

指導課

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

総合支援課・指導課
・人権教育指導室

重点的取組 １
いのちを大切にする心の教育の充実といじめや不登校への細
やかな対応

・ 自然体験などの体験学習、性に関する指導の充実などを通した「いのちを大切にする心」の育成を図るとともに、豊かな人間性や人権感覚な
ど子どもたちの心を育みます。

２　目的

目　的

・ いじめは絶対に許されない行為であることを子どもたち自身が十分に理解し、安心して楽しく学校生活を送ることができるような環境づくりを進
めます。

所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30

・ 子どもの些細な変化を見逃すことのないよう、教職員が一丸となっていじめを絶対に起こさない学校づくりに取り組むとともに、家庭と学校の連
携体制の強化を図ります。

検証指標 単位
基準値

H27 H28

R1(Ｈ31)

４ヵ年の取組予定

不登校の児童生徒の出現率（問題行動調査） ％

R1(Ｈ31)

1.31 1.60 1.72 －

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名

検証値実績値

－

いじめの解消率（問題行動調査） ％ 98 97 94 － －

H29 H30
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所管課 概　要

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1(Ｈ31)

４ヵ年の取組予定
基
本
方
針

主
な
取
組

事業名

11 (2) ①

12 (2) ①
学校非公式サイト等パ
トロール事業

総合支援課

ネットいじめや犯罪被害等の早期発見・早
期対応のため専門の業者に学校非公式
サイト等の検索・調査・削除代行業務を委
託する。

業務委託による
検索・調査・削除
代行等

教育相談等経費 総合支援課
発達や就学、いじめや不登校などの教育
に関する相談、不登校児童生徒に対する
適応指導を行う。

教育相談員の配
置
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１　属性

R1 R5

0.2 1.0

1.6 2.0

1 (1) ①

2 (1) ②

3 (1) ②

4 (1) ②

5 (1) ②

6 (1) ②

7 (1) ②

8 (1) ④

重点的取組 2 確かな学力の向上と社会の変化に対応した教育の推進

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

指導課・教育センター・総合支
援課・教育政策課

２　目的

目　的

・ 子どもたちが将来の生き方や進路に夢や希望を持ち、その実現を目指して学校での生活や学びに自ら意欲的に取り組めるような魅力ある授
業づくりや環境整備に取り組みます。

・ 小学校高学年における英語の教科化及び中学年における外国語活動の導入に対応した取り組みを推進し、豊かな語学力やコミュニケーショ
ン能力、異文化を理解する心を身につけたグローバルな人材の育成を図ります。

・ 子どもたちや保護者に対しても、情報モラルに関する理解促進を図るため、中学校ごとに子どもたち自身が作成した「スマホルール」を家庭で
も実践するとともに、子どもたちが情報モラルについて、自ら考え行動するような学習の充実を図ります。

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要

学校における情報モラル教育の充実と、
保護者・地域への啓発を目的に、子どもた
ちの取組事例発表・座談会などを行う。

推進リーダーへ
の研修実施

情報モラルキャ
ラバンの実施

情報モラル教
育セミナーの
実施

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1(Ｈ31)

学力向上対策経費 指導課

学力向上に向けた支援が必要な小学校に
対し、学力向上支援員を派遣する。また、
「学びノート教室（補充学習）」を開催し、子
どもたちの基礎学力の定着を図る。

学力向上支援員
の派遣、学び
ノート教室の開
催

情報モラル教育経費 教育センター

授業力の優れた退職教員等を各学校に派
遣し、授業を参観・授業研究会における指
導や、授業づくりにおける助言を行うことで
教員の授業力向上を図る。

授業力向上支援
員の派遣

小中一貫校の
開校（富合・芳
野）

教職員資質向上経費 教育センター

教育課程検討経費 指導課

小中一貫・小中連携教育を推進するため
に、小中一貫教育検討委員会を開催す
る。また、小中学校の教育課程のあり方を
検討する教育課程検討会議を開催する。

モデル校（６校）
における土曜授
業の実施（年４
回）

土曜授業の
実施

採用４年目から10年目以内の教員を対象
とした教師塾を開催し、授業の参観、研究
授業や講座を通して、授業力の向上を図
る。

研究授業の実施
実技講座の参加
招聘授業の実施

（教職員研修
経費（教育セ
ンター）へ統
合）

検証値

外国語教育推進経費 指導課

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

授業力向上支
援員派遣経費と
して、教育セン
ターで事業継続

検証指標 単位
基準値

H27 H28(※1) H29 H30 R1(Ｈ31)

実績値

教職員研修経費 指導課
各種研修を実施することにより、教職員の
資質及び指導力の向上を図る。

英語・道徳の教
科化に向けた各
種研修の充実

教職員の資質・指導力
向上経費

指導課

各地の特色ある学校に教職員を派遣した
り、校内研修等に熊本大学教育学部の教
授等を招聘し指導を受けることで、実践的
な指導力の向上を図る。

大学と連携した
研修の実施

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

新学習指導要領全面実施に向け、外国語
指導助手（ALT）を段階的に拡充し、小学
校・中学校・高校において英語指導等を行
う。

ＡＬＴの招聘・活
用

3　目的を達成するための手段（行政活動）

ポイン
ト

1.2 － 0.3 ▲0.3 －

全国学力・学習状況調査の本市平均正答率（％）と
全国の比較

小６

中３

ポイン
ト

▲0.6 － 1.0 ▲0.5 －

(※1)熊本地震の影響によりH28年度は調査日を変更して実施したため、指標の実績値としては非表示とする。

イングリッシュ
デイの実施

外国語指導助
手（ALT）を段
階的に拡充

授業力向上支援員派
遣経費 教育センター
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基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要
4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1(Ｈ31)

9 (1) ④

10 (1) ④

11 (1) ④

12 (1) ②

13 (2) ②

14 (2) ②

15 (2) ②

16 (4) ②

17 (4) ②

教育の情報化推進経
費

教育センター
「主体的・対話的で深い学び」の実現やプ
ログラミング教育の導入等に向け、小中学
校のICT環境を整備する。

小中学校への
ICT環境の整
備（電子黒板・
実物投影機導
入、先行導入
校へのタブレッ
ト端末整備）

全小学校への
タブレット端末
の利用開始
情報機器等導
入に伴う授業
支援の強化

笑顔いきいき特別支援
教育推進事業

総合支援課

5地区21ブロックを単位とした地域や学校
間等の連携強化を図るとともに、特別支援
学級担当者等の専門性向上のための研
修を行う。

地域や校内支援
体制の整備、研
修の実施

平成さくら支援学校設
置

総合支援課 特別支援学校（高等部）の設置を行う。 設置準備

H29.4開校

幼稚園障がい児教育経
費 （政策）

総合支援課
一新幼稚園及び川尻幼稚園に「あゆみの
教室」を開設する。（予定）

「あゆみの教室」
の開設準備

川尻幼稚園で
の「あゆみの
教室」の開設・
実施

特別支援学校（小中学
部）設置

総合支援課 特別支援学校（小・中学部）の設置を行う。 設置準備

幼稚園障がい児教育経
費（経常）

総合支援課
向山幼稚園及び碩台幼稚園に設置してい
る「ことばの教室」を運営する。

「ことばの教室」
の実施

地域教育情報ネット
ワーク経費

 教育センター

本市教育の情報化を進める上で、e-netを
適正に整備し、適切及び安全な運用を図
るとともに、教育の充実のために活用支援
を行う。

ネットワーク管
理・ＩＣＴ活用支援
等

ネットワーク最適
化の推進（ネット
ワーク分離・サー
バ更改・データセ
ンターへの移転
等）

ネットワーク最
適化に伴う運
用管理及び
ICT活用支援
等の強化

教員用パソコ
ン等の更新

ネットワーク最
適化に伴う運
用管理及び
ICT活用支援
等の強化

ネットワーク最
適化に伴う次
期e-netの検
討
教員用パソコ
ン等の更新

ブラッシュアップイング
リッシュ事業

指導課
イングリッシュキャンプなどの体験活動的
な英語教育を実施する。

イングリッシュ
キャンプの実施

英語中核教員研
修

（外国語教育
推進経費へ統
合）

（教職員研修
経費（指導課）
へ統合）

高校改革関連経費 教育政策課
検討委員会を設置し、市立高校及び市立
総合ビジネス専門学校の今後の在り方の
検討などを行う。

検討会の設置
及び開催
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１　属性

R1 R5

1,050 1,250

42,000 45,000

3　目的を達成するための手段（行政活動）

(※)H28年度からの取組のため、H27年度基準値なし。

1 (2) ③

2 (2) ③

3 (2) ③

4 (2) ③

5 (2) ③

6 (3) ③

7 (5) ③

8 (2) ③

9 (2) ③

10 (2) ③ 校務支援システム経費 指導課
市立学校（園）における事務の効率化を図
る校務支援システムを賃借する。

システム構築・
稼働

部活動指導員配置事
業

健康教育課

中学校運動部活動において、地域人材等
を部活動指導員としてモデル指定校に配
置し、顧問（教員）の負担軽減と運動部活
動の充実を図る。

モデル校への
指導員配置

運動部活動の見直し
健康教育課
政策企画課

小学校の運動部活動について、児童に
とって適切なスポーツ環境を確保するため
の見直しを行う。

小学校運動部活動を社会体育化へ移行
する場合の課題抽出モデル事業を実施す
る。

小学校の運動部
活動に関する指
針の改定と周知

モデル事業実施

各小学校での
検討・協議

課題の検証

家庭教育セミ
ナーの周知及び
開催

学校教育コンシェル
ジュ設置経費

総合支援課

重点的取組 3 教員が子どもと向き合うための体制の整備

学校・地域連携推進事
業

学務課

「学校支援ボランティア」の充実を図るとと
もに、「学校評議員制度」を活用し、地域と
連携協力した開かれた学校づくりを進め
る。

先進的取組事例
の紹介及び初任
者研修会の実施

基
本
方
針

主
な
取
組

保護者からの学校教育に関するあらゆる
相談に応じる、学校教育コンシェルジュを
設置する。

1,201 1,093

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1(Ｈ31)

給食費公会計化経費 健康教育課
給食費の公会計化（2020年度（Ｒ2年度）)
に向けた整備を行う。

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

総合支援課・教職員課・健康教育
課・学務課・青少年教育課・政策

企画課・指導課・教育政策課

２　目的

学級支援員派遣経費 総合支援課
教育活動において支援を要する小・中学
校に対し、担任の補助となる学級支援員を
配置する。

R1(Ｈ31)

実績値 検証値
検証指標 単位

基準値

H27

学級支援員の配
置

－

学校教育コン
シェルジュの設
置

40,383 41,437 －

・
教員が心身ともに健康を維持して教育に携わることができるよう、教員の相談体制の充実を図るとともに、教員間で子どもたちに関する十分な
情報を共有し、教材研究や授業づくりに努め教員自らの資質能力を高めることができるよう、学校が一つのチームとして力を発揮するための
体制づくりを推進します。

・ 保護者が抱える学校教育に関する悩みや不安の解決を図るための専門家の配置や関係機関との連携強化を図り、小学校の運動部活動に
ついては、教育活動としての意義や役割を踏まえつつ見直しを行います。

事業名 所管課 概　要

39,437

学校教育コンシェルジュの対応件数※ 件 － 967

小中学校の学校支援ボランティアにおける延べ活動者数 人

目　的

H28 H29 H30

38,892

・ 家庭の教育力を向上させるための機会を拡充するなど、社会全体で子どもたちを支援する体制を構築し、教員が子どもたち一人ひとりと向き
合う時間の拡充を図ります。

教職員の健康管理対
策事業

教職員課

教職員並びに児童生徒及び保護者を対象
に、精神科医・臨床心理士による相談面接
を実施し、教職員等の心身の健康管理を
行う。

相談面接の実施

学校徴収金関連経費 教育政策課
学校徴収金を口座振替で徴収し、各学校
の口座で管理するシステムを導入し、教職
員の負担軽減を図る。

システム構築

総合運動部原
則設置、練習
日、出場大会
の見直し等

先進地視察
制度設計

システム構築

家庭教育推進経費 青少年教育課
子を持つ保護者を中心に、家庭教育につ
いての学習機会を提供するとともに、その
重要性について啓発する。
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１　属性

R1 R5

100 100

3　目的を達成するための手段（行政活動）

1 (1) ④

2 (3) ①

3 (3) ①

4 (3) ①

5 (3) ②

6 (3) ②

デジタル教材作成 教育センター
学校等の要望に応じて、各情報機器に対
応したデジタル教材を作成し、授業支援を
行う。

デジタル教材作
成と授業支援

熊本市教育振興基本計画（平成２８～３１年度）実施計画：重点的取組

学務課・施設課・指導課・健康
教育課・教育センター

２　目的

－

重点的取組 4 学習に集中できる教育環境づくりと安全対策の推進

目　的 ・ 子どもたちが学習に集中できる環境整備に取り組むとともに、地域や関係機関と連携し、学校内外の安全対策を推進します。

検証指標 単位
基準値

H27

検証値

小・中学校普通教室への空調設備整備進捗率 ％ 0.7 0.7

基
本
方
針

主
な
取
組

事業名 所管課 概　要

H30 R1(Ｈ31)

実績値

4ヵ年の取組予定

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 R1(Ｈ31)

67

H28 H29

100

特別教室等へ
の空調設備整
備工事の実施

登下校を含め、子ども達が安全な学校生
活を送るために、危機管理体制の充実や
環境整備を図る。

研修会や通学路
合同安全点検の
実施

有事の際に活用できるよう、熊本市の小学
校全校に配備している緊急警報システム
のメンテナンスを行う。

緊急警備システ
ムのメンテナンス

小学校の普通教室に空調設備を整備する
ため、設計及び工事を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
等の実施

小・学校安全対策経費 学務課

普通教室に転
用した教室へ
の空調設備工
事の実施

防災教育の推進 指導課

震災での体験や教訓等をいかした防災教
育を推進し、災害時にも「自助」・「共助」の
心で互いに支え合える人材の育成を図
る。

防災教育の調査
研究

副読本「つな
ぐ」の作成

副読本「つな
ぐ」を活用した
防災教育の実
施（全校）

小・空調設備整備経費 施設課

学校安全推進経費 健康教育課

中・空調設備整備経費 施設課
中学校の普通教室・特別教室に空調設備
を整備するため、設計及び工事を行う。

普通教室への空
調設備整備工事
の実施
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